職員の給与等に関する報告の概要
　愛知県人事委員会（委員長　齋藤　勉）は、平成24年10月10日、議会及び知事に対し、職員の給与等について報告を行ったが、その概要は次のとおりである。
　なお、月例給及び期末手当・勤勉手当の改定を見送ることが適当と判断したことから、本年は勧告を行わないこととした。
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１　職員給与と民間給与との比較
　(1)　月例給［平成24年４月分給与］
　行政職給料表(一)適用職員（平均年齢43.1歳）と民間でこれに相当する職種（事務・技術関係職種）の従業員の本年４月分給与について、役職段階、年齢等を同じくする者同士を比較したところ、職員給与が民間給与を47円（0.01％）下回っている。

　なお、本年４月の職員給与は特例条例により減額されており、その状況を示すと下表のとおりである。

	　民間給与（Ａ）
	職員給与（Ｂ）
	較差（Ａ）－（Ｂ）

	
	
	
	(A)-(B)
	×１００

	
	
	
	(B)
	

	３９９,４２９円
	特例条例による

減額前の額
	３９９,３８２円
	　　　　４７円（０.０１ ％）

	
	特例条例による

減額後の額
	３８８,８６５円
	１０，５６４円（２.７２ ％）


【参考】本年の特例条例による平均年間給与の減額　△17.8万円（△2.8％）
　(2)　特別給（ボーナス）
　昨年８月から本年７月までの１年間の民間の特別給（ボーナス）の支給割合は、3.96月分に相当しており、職員の期末手当・勤勉手当の年間の平均支給月数（3.95月分）とおおむね均衡している。
２　その他の報告
　(1) 給与制度の改正等
　　ア　昇給・昇格制度の改正
　　　　人事院の報告及び勧告内容を踏まえ、本県においても今後の国や他の地方公共団体の動向を注視しながら、改正を検討する必要があると考える。その検討に当たっては、本県と国では職員構成、昇任等の人事管理、給与水準等の状況に違いがあることにも留意する必要がある。
　　イ　教員給与の取扱い
　　　　教員給与のあり方については、引き続き、国や他の地方公共団体の動向等を注視しつつ検討していく必要がある。
　　ウ　地域手当のあり方
　　　　県内の公署に勤務する職員の地域手当の支給割合については、国や他の地方公共団体の支給水準を考慮して改正されたところであるが、支給地域の区分などのあり方についても、引き続き、地域の実情等を考慮して検討していく必要がある。
　　エ　特殊勤務手当
　　　　今後も社会情勢の変化等を考慮した今日的な視点による精査等を行い、手当の実態及び支給方法を含めた手当の適正化を図っていく必要がある。
　　オ　勤務実績の給与への反映
　　　　一般行政職等の職員の勤務実績の給与への反映に当たっては、引き続き、職員の信頼性や納得性が向上するよう取り組んでいく必要がある。また、その他の職員についても、公務の特殊性や多様性に配慮し、客観的で公平性、透明性が高い新たな人事評価制度の導入に向けた取組を積極的に進め、適切な運用を図っていく必要がある。
　　カ　公民給与比較における社会変化等への対応
　　　　「職種別民間給与実態調査」の対象となる産業や職種の拡大、公民比較における職種の対応関係のあり方等について、人事院の動向や他の地方公共団体の取扱いを注視しながら、対応を検討する必要がある。

　(2) 職員の勤務環境の整備

仕事と家庭の両立を図るため、引き続き職員の意識改革を促すとともに、両立支援制度を十分に活用できる環境づくりに努めることが重要である。

事務事業の簡素化、効率化や業務の適正な配分、適切な勤務時間管理に努めることにより、時間外勤務の縮減に向けた取組をより一層推進していく必要がある。

職場復帰支援や再発防止を含めたメンタルヘルス対策のより一層の充実を図る必要がある。また、パワー・ハラスメントのない職場環境づくりを進めていく必要がある。

　(3) 高齢期の雇用問題等

　　　年金支給開始年齢の引上げに伴う高齢期の雇用問題については、国の動向を注視しながら、本県の実情を踏まえ、適切に対応していく必要がある。

　(4) その他

　　　本年は、給与に関する諸事情を慎重に検討した結果、月例給及び期末手当・勤勉手当についての改定を見送ることが適当と判断したところであるが、報告において述べたことについて適切に対処されるよう要請する。
なお、現在実施されている給与減額措置については、深刻な財政状況に鑑み実施されているものと理解するが、平成21年度以降相当長期間にわたり継続されており、職員の士気や生活に及ぼす影響を憂慮するものである。本委員会としては、今後は本来あるべき適正な給与水準が確保されるよう切に要望する。






















































○本年の給与等に関する報告のポイント


①　月例給は、民間給与との較差が極めて小さく、改定は見送り


②　期末・勤勉手当（ボーナス）は、民間の支給割合と均衡しており、改定は見送り
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